
保全請負契約書(案)

件 名 鳴門教育大学自家用電気工作物保全業務

請負代金額 金 円也

うち取引に係る消費税及び地方消費税の額 金 円也

上記消費税及び地方消費税の額は、消費税法第２８条第１項及び第２９条並びに地方税

法第７２条の８２及び第７２条の８３の規定に基づき、請負代金額に１１０分の１０を乗

じて得た額である。

発注者国立大学法人鳴門教育大学長佐古秀一と受注者

との間において、上記の保全業務（以下「業務」という。）について、上記の請負代金額

で、次の条項により保全請負契約を締結し、信義に従って誠実にこれを履行するものとす

る。

第１条 この契約について、発注者は発注者の所有する自家用電気工作物で別紙の特記仕

様書に掲げる事業場の保安管理に関する業務（以下「保安管理業務」という。）を受注

者に委託し、受注者はこれを受託する。

第２条 発注者が受注者に委託する保安管理業務は、電気事業法第４３条第１項に定める

発注者の設置する自家用電気工作物の工事、維持及び運用に関する保安の監督に係わる

業務を実施するものとし、その具体的実施基準は、「特記仕様書」及び別冊の「文部科

学省保全業務標準仕様書」に基づくものとする。

第３条 業務は鳴門市鳴門町高島字中島７４８番地（鳴門教育大学高島団地内）・鳴門市

鳴門町高島字中島９９の７（鳴門教育大学学生宿舎）・徳島市南前川町一丁目１番地

（鳴門教育大学南前川団地内）・徳島市中吉野町一丁目３１番地（鳴門教育大学中吉野

団地内）・徳島市上吉野町二丁目１番地（鳴門教育大学上吉野団地内）において実施す

るものとする。

第４条 保全請負契約期間は、令和５年４月１日から令和８年３月３１日までとする。

ただし、この契約を解約しようとする時は、いずれか一方が解約の１ケ月前までに相手

方に文書をもって通知し、発注者・受注者協議のうえ解約できるものとする。

第５条 受注者が行う業務につき、通常必要な費用は、次に掲げるものは受注者の負担と

する。

（１）設備の修理・補修・部品交換の為の材料及び工賃

（２）その他発注者・受注者協議のうえ通常必要な費用に当たると認めた費用

第６条 請負代金は、３６回に分けて支払うものとし、１回につき金 円也

とする。

第７条 請負代金の請求書は、国立大学法人鳴門教育大学総務部施設課に送付するものと



する。

第８条 請負代金の支払日は、検査終了後、適正な請求書等を受領した月の翌月２５日ま

でとする。ただし、前記の支払日が土曜日、日曜日、祝日（以下「休日」という。）に

当たるときは、その日に最も近い休日でない前日とする。

第９条 契約保証金は免除する。

第10条 発注者は、自家用電気工作物を設置または変更しようとする場合には、あらかじ

め受注者と事前に協議し、電気工作物の安全確保に遺漏のないようにつとめるものとす

る。

第11条 発注者は、受注者が保安管理業務の実施にあたり、発注者に指導した事項または

発注者・受注者協議決定した事項については、受注者の意見を尊重する。

第12条 発注者は、第１条に掲げる事業場において、常に受注者との連絡を担当するもの

（以下「連絡責任者」という。）を定めるものとする。

第13条 発注者は、系統連携に係わる発電所設備の運転、保守、運用に当たっては、発注

者が電気需給契約を結んでいる電力会社と協調を図るとともに、緊急時における安全対

策を明確にしておくこと。

第14条 発注者は、受注者が保安管理業務に必要な次の事項を通知するものとする。

（１）電気事故その他電気工作物に異常が発生または発生のおそれがある場合。

（２）低圧電気工作物の絶縁状態を監視する装置（以下「絶縁監視装置」という。）の

電話連絡方式を設置している物にあたっては、絶縁監視装置が警報を発した場合。

（３）電気工作物の設置または変更の工事を計画する場合。

（４）電気工作物に接近して作業を行う場合。

（５）責任分界点または需要設備構内（使用区域）を変更する場合。

（６）電気の保安に関する組織を変更する場合（連絡責任者の変更等）。

（７）代表者、事業場の名称または所在地（地名表示）に変更があった場合。

（８）相続等により契約に基づく権利義務の継承があった場合。

（９）その他必要な場合。

第15条 絶縁監視装置を設置する場合は、次の各号によるものとする。

（１）絶縁監視装置は、発注者・受注者協議の上、受注者が設置するものとし、設置工

事に要する費用および保守費用は受注者が負担すること。

（２）発注者は、受注者が絶縁監視装置を設置する場所の提供、電話回線など既存の施

設の利用について便宜を供するものとし、受注者の絶縁監視装置を無断で移設、取

外し、改造を行わないこと。

（３）絶縁監視装置の情報を、発注者の加入電話回線を利用して自動的に受注者に通報

または発注者が受注者に電話連絡する電話料は、発注者が負担すること。

（４）発注者の電気工作物が変更等により、絶縁監視装置の設置条件に適合しなくなっ

た場合および絶縁監視装置の運用に支障があると認められた場合は、発注者・受注

者協議の上、絶縁監視装置を受注者が撤去すること。

（５）発注者が、撤去を申出た時またはこの契約が消滅した場合は、絶縁監視装置を受

注者が撤去すること。

第16条 発注者が次の各号に掲げる事項を変更する場合は、この契約期間内でも、この契



約を更改するものとする。

（１）需要設備の設備容量、受電電圧または受電種別。

（２）発電所の発電機定格容量（出力）または発電機定格電圧。

（３）非常用予備発電機定格容量（出力）または発電機定格電圧。

（４）需要設備の設備条件。

（５）支払方法、点検回数、使用期間等。

第17条 発注者の電気工作物が、次の各号のいずれかに該当する場合は、この契約は効力

を失うものとする。

（１）発注者の電気工作物が廃止された場合。

（２）一般用電気工作物となった場合。

（３）電気事業法施行規則第５２条第２項による電気主任技術者不選任の承認が得られ

ない場合、または承認が取り消された場合。

（４）発電所出力が１，０００キロワット以上となった場合。

第18条 受注者は保安管理業務上、発注者に損害を与えた場合は、損害賠償の責を負うも

のとする。ただし、次の各号に該当するときはその責を負わないものとする。

（１）契約に基づき、発注者・受注者協議決定した事項、若しくは受注者が指導または

助言した事項について、発注者がその実施を怠り、これにより損害が生じた場合。

（２）発注者が、法令または契約に違反し、これにより損害が生じた場合。

（３）天変地変、自然劣化、原因不明等欠陥の発見が困難な場合ならびに発注者が通知

義務を怠った場合など、受注者の責めとならない事由により損害が生じた場合。

第19条 発注者または受注者の代表者の変更によって、権利義務の継承があった場合は、

この契約はその効力を有するものとする。

第20条 発注者は、経済産業省が承認した受注者の定める保安業務受託規定を尊重する。

第21条 発注者は、受注者が次の各号の一に該当すると認めたときは、契約を解除するこ

とができるものとする。

（１）受注者が、私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和２２年法律第

５４号。以下「独占禁止法」という。）第３条又は第１９条の規定に違反し、又は

受注者が構成員である事業者団体が同法第８条第１号の規定に違反したことにより、

公正取引委員会が受注者又は受注者が構成員である事業者団体に対して、同法第４

９条に規定する排除措置命令又は同法第６２条第１項に規定する納付命令を行い、

当該命令が確定したとき。

ただし、受注者が同法第１９条の規定に違反した場合であって当該違反行為が同法

第２条第９項の規定に基づく不公正な取引方法（昭和５７年公正取引委員会告示第

１５号）第６項に規定する不当廉売の場合など発注者に金銭的損害が生じない行為

として、受注者がこれを証明し、その証明を発注者が認めたときは、この限りでな

い。

（２）公正取引委員会が、受注者に対して独占禁止法第７条の４第７項又は第７条の７

第３項の規定による課徴金の納付を命じない旨の通知を行ったとき。

（３）受注者（受注者が法人の場合であっては、その役員又は使用人）が刑法（明治４

０年法律第４５号）第９６条の６又は独占禁止法第８９条第１項若しくは第９５条



第１項第１号の規定による刑が確定したとき。

２ 前項の規定は、発注者に生じた実際の損害の額が違約金の額を超過する場合におい

て、発注者がその超過分の損害につき賠償を請求することを妨げない。

３ 受注者が、第１項の各号の一に該当することとなった場合には、速やかに、当該処

分等に係る関係書類を発注者に提出しなければならない。

４ 受注者が、第１項の各号の一に該当することとなった場合には、発注者が契約を解

除するか否かを問わず、発注者の請求に基づき、受注者は、請負代金額の１０分の１

に相当する額を違約金として発注者の指定する期間内に支払わなければならない。

第22条 受注者は、この契約の有効期間中に知り得た発注者の業務上の秘密について、こ

れを第三者に漏らし又は他の目的に利用してはならない。

第23条 受注者及び受注者が業務に従事させる者（以下「従業員」という。）は、個人情

報保護法及び発注者が定めた個人情報保護法に関する規程等を遵守し、この契約の実施

にあたり知り得た個人情報の取扱いについて、次の各号を厳守するものとする。

（１）受注者及び受注者の従業員は、業務上知り得た個人情報について、これを第三者

に漏らし又は他の目的に利用してはならない。この契約終了後においても同様とす

る。

（２）受注者は、発注者の承認を得て本業務の再委託を行った場合、再委託先が個人情

報の不適切な取扱いを行ったことにより問題が生じた場合は、受注者が一切の責任

を負うものとする。

（３）受注者は、発注者から提供された個人情報の複製等を行ってはならない。ただし、

発注者の承認を得た場合はこの限りでない。

（４）受注者は、個人情報の漏えい等の事故が発生した場合又は発生の可能性が高いと

判断した場合は、直ちに書面等で当該状況を発注者に報告するものとする。

（５）受注者は、本業務終了時に発注者から提供された個人情報を保持しているときは、

当該個人情報の消去及び媒体の返却をしなければならない。

（６）受注者は、従業員に対し個人情報に関する教育研修を実施するものとする。

２ 発注者は、受注者及び従業員に対し、個人情報の取扱いが適切になされているかの

検査を行うことができるものとする。

３ 発注者は、受注者及び従業員の個人情報の取扱いに疑義を生じた場合は、受注者に

説明を求め必要に応じて適切な措置を要求することができるものとする。

４ 受注者は、個人情報の漏えい等により発注者及び当該個人に不利益を与えた場合は、

その損害を賠償しなければならない。

第24条 この契約について必要な細目は、国立大学法人鳴門教育大学契約事務取扱細則に

よるものとする。

第25条 この契約に定めのない事項又はこの契約の履行について、疑義を生じた場合は発

注者・受注者誠意をもって、円満解決を図るものとする。

第26条 本契約に関する訴えの管轄は、国立大学法人鳴門教育大学所在地を管轄区域とす

る徳島地方裁判所とする。



上記契約の成立を証する為、発注者・受注者は次に記名し印を押すものとする。この契

約書は２通作成して、双方で各１通を所持するものとする。

令和５年 月 日

発注者 徳島県鳴門市鳴門町高島字中島７４８番地

国立大学法人鳴門教育大学長

佐 古 秀 一

受注者


